第11回大阪府地方独立行政法人評価委員会病院部会　議事要旨
1　日時　　平成21年8月4日（火）　15時～17時
2　場所　　大阪府職員研修センター「大研修室」
3　出席委員　　松澤部会長、辻本委員、中島委員、槙野委員、宮嶋委員、山谷委員

4　議題
（１）平成20年度の財務諸表について

（２）平成20年度の業務実績に関する評価について

（３）その他
5　議事概要

Ⅰ　開会

○　これまでの審議等の経過、本日の議事内容について、部会長から確認があった。

Ⅱ　議事

（1）平成20年度の財務諸表について

○　府の法人所管課である病院事業課から、資料1「財務諸表の承認について」のチェック項目により、法人から提出された財務諸表を府として確認した結果、適正に処理されており、地方独立行政法人法第34条第1項に基づき、法人の報告どおり承認して問題ない旨の報告があった。

○　委員からの質問、意見がなかったため、部会として「意見なし」とすることで、部会長から各委員の了解を得た。

○　意見書（案）を配付し、部会長から改めて各委員に諮った上で意見書を決定し、知事に提出することとした。

（2）平成20事業年度の業務実績に関する評価について
○　資料2「小項目の論点に関する検討結果」により、前回の部会における小項目評価に関する審議結果の概要について、事務局から説明があった。

○　資料3「平成20事業年度の業務実績に関する評価結果小項目評価（たたき台）」及び資料4「平成20事業年度の業務実績に関する評価結果大項目評価・全体評価（たたき台）」により、小項目評価及び評価結果の取りまとめについて、事務局から説明があった。

○　委員からの質問・意見（◆で表示）と法人からの説明（⇒で表示）があった。
（3-1　府民に提供するサービスその他の業務の質の向上）

（15　医師の人材確保）

◆　評価はⅢで良いと思うが、定員と欠員という概念が分かりにくい。呼吸器・アレルギー医療センターでは、定員59名に対して欠員は13名で約2割。民間企業では2割も少ないと、いくら残業しても回らない状況。非常勤の医師でカバーできるのか、医師にかなりの負荷がかかって何とか処理しているのか、定員そのものにあまり意味がないのか。
　⇒　医療拡充のため医師の定数自体を増やし、医師確保の努力もしている。診療科によっては定数を確保できない場合は、非常勤の医師や他科の応援などで補っている。
◆　呼吸器・アレルギー医療センターでの医師の確保について説明して欲しい。

⇒　19年度に3人の消化器内科医が転出し閉診。循環器内科医5人のうち3人が辞めたため心臓カテーテル検査数が減少。アレルギー内科も非常勤の助けをかなり借りている状況。来年度は、喘息アレルギー内科の専門医1名を含む4、5人の医師を確保できる見通しである。
◆　呼吸器・アレルギー医療センターについては、前回の部会で議論したとおり、今後の方向性を定めてもらいたい。機構全体での位置づけを明確にし、人材確保に取り組むなど今後努力をしてほしい。
（61　医療倫理の確立等（業務執行におけるコンプライアンス））
◆　科学研究費の経理の不適正の具体的な中身を教えてほしい。

⇒　厚生労働省の科学研究費については、研究者に直接補助金が交付されるもので、病院の会計には計上されない。1件はアルバイトの雇用期間を多くし、もう1件は業者から購入したことにして資金をプールしていたもので個人的な流用はない。いずれも処分を行ったが、年度内に全て使いきらないとの思い込みが原因。
◆　何か問題が起こった場合、その問題には徹底して再発防止を図るので、同じことが2回起こることはあまりないが、別の問題が起こったり、しばらくして突然再発するなど、コンプライアンスの取組みには終わりがないと思う。世間やマスコミの目は非常に厳しいので、コンプライアンスの強化や徹底には終わりがないので、常に警鐘を鳴らし続けていくことが重要。特に病院の場合は、医療倫理や個人情報の適切な管理の取組みが必要である。
◆　コンプライアンスはどの病院でも当然行っていると思う。本来どの病院でも起こってはならないことが起これば厳しく評価すべきだが、今回の研究者の問題は、評価の対象となる病院全体の運営の問題とは少し性格が異なっている。

（15　医師の人材確保）
◆　成人病センターの国際交流委員会では様々な取組み行われているとのことだが、病院機構の医師を海外研修に派遣したことはあるのか。今後レジデントの定着を図るため、海外研修などを具体的に検討されているのか教えてほしい。
⇒　海外研修は優秀な人材の確保や人材養成の一つの手段であると思う。現在のところ、１週間程度の短期海外派遣はあるが、半年から1年の長期海外研修は具体的な検討には至っていない。レジデントの定着に必要なことは認識しており、内部での検討項目には入っている。

◆　女性医師確保の取組みで短時間勤務を導入しているが、女性医師67名のうち、この制度を利用しているのは現在1名。この制度が必要な方が少ないのか、制度として使い勝手がよくないのか。また、女性医師の確保について、例えば非常勤のママさん医師の確保の取組みはされているのか教えてほしい。

⇒　制度の希望者が現在1名のみということ。女性医師については非常勤の方にも来てもらっている。

◆　急性期・総合医療センターで医師の負担を軽減するため、医師が行う事務を補助する者を雇用している。新聞等でも報道されていたが、実際に先生方の仕事の軽減につながっているか。また、具体的には外来業務の補助をしているのか教えてほしい。
⇒　大変実効のある制度になっていて、各診療科でも負担の軽減に大変助かっている。何をしてもらうかは各診療科の部長に任せている。医事課関係以外の業務は全てできるので、少し増員することを考えている。

◆　国立病院機構では今年専門コースの設定に特に力を入れたと聞いている。母子保健総合医療センターでも小児科の専門コースを設けたら医員が増えたとのこと。今の若い人たちは、そういうところに魅力を感じるように思う。そうした専門医養成ということも前向きに検討してほしい。
◆　女性の看護師確保のために、保育所の設置などをしているのか教えてほしい。
⇒　基本的には各病院とも保育所を設置している。運営は民間委託に移行してきており、保育時間延長や病後児保育を始めているところもある。

◆　府立病院機構の5病院は、それぞれアイデンティティがあり、専門特化しているが、医師の確保は法人全体で対応すべきである。機構全体として人材の確保を有機的にできれば、5病院が統合して一つの法人となった意義も大きい。国際交流でもレジデントの教育でも、できる病院だけがやれば、そこに医師が集中してしまう。法人全体としての取組みが大切だと思うので、是非検討いただき、次期中期計画にも盛り込んでほしい。
（61　医療倫理の確立等（業務執行におけるコンプライアンス））
◆　科学研究費の補助金の交付を受けた医師が、会計も含め事務を処理されているのか。
⇒　厚生労働省の補助金は、研究者個人が契約する形になっており、病院会計とは全く関係がない。今回も病院に勤めている個人が不適正な会計処理を行ったため処分したもの。
◆　文部科学省の科学研究費でも事務処理が非常に煩雑で、使い勝手が悪い。補助金を多く取ることが病院全体にとって良いことであれば、事務処理を補助するアルイバイトなどを雇い、医師の負担を軽減して処理すればどうか。
⇒　各病院事務局では、これまで通帳管理だけを担当していたが、今後、賃金職員の出退勤管理や物品の納品検査を行う等のチェックを行うよう改善した。

　（37　患者満足度調査の結果を踏まえた患者サービスの向上）
◆　評価はⅢでよいが、調査結果は病院に対する通知簿だと思うので、評価が高かった点、低かった点、その要因等の分析を行って、サービスの向上につなげる努力を期待したい。
◆　99パーセントの人が満足しても、不満を持つ人が一人でもいれば評価が左右されることもある。今の時代、不満を持つ人を一人でも少なくすることが一番重要で、どの病院でも日々努力している。そう考えると、満足度が8割では十分とは言えないが、例えば、次の年に満足度が9割に上がれば努力を続ける意味もあるし、その努力は高く評価されると思う。満足度調査の結果を比較分析し、改善につなげてほしい。

　（52　医療安全）

　　◆　急性期・総合医療センターと成人病センターでは、入院外来ともにほぼ全ての抗がん剤のミキシングを薬剤師が行う体制を整えたとある。全国の病院を見回しても十分できていない状況なので、安全上は高く評価できる。抗がん剤のミキシングと服薬指導とはトレードオフの関係にあり、薬剤師の業務のウェイトをどこに置くかで件数が変わるが、服薬指導の件数をあまり減らすことなく、抗がん剤のミキシングをも行っているのは評価に値する。

　　⇒　薬剤師による抗がん剤のミキシングを飛躍的に伸ばすことができたきっかけは病院機能評価。成人病センターは主にがんの治療をしているため、薬剤師による抗がん剤のミキシングを特に要求され、30パーセントから98パーセントまで引き上げた。そのために薬剤師を増員するとともに、薬剤部のクリーンベンチの構造も変えた。薬剤師の増員は独法化していることが大きなプラスになったと思う。薬剤師は非常勤も増やして対応しているが、服薬指導の件数はやはり減った。現在は、これを回復すべく努力している。
◆　法人化して薬剤師の雇用がある程度弾力的にできるようになったとは言え、薬剤師による抗がん剤のミキシングを優先的に取組むと意思決定し、その割合を実際にほぼ100パーセントに高めていることは、非常に優れた取組みと感じる。

（38　待ち時間の改善）

◆　患者満足度調査で待ち時間のデータを教えてほしい。また、患者が待ち時間をどう感じるかは、病院側の配慮によってずいぶん違ってくる。患者の負担感を軽減させるため、病院ごとにどのような工夫や努力をしているのか教えてほしい。
⇒　急性期・総合医療センターでは、会計の待ち時間が長いことが大きな課題になっているので、今年の秋に自動精算機を導入し、併せて会計の順番待ちのシステムを改善する計画である。
⇒　呼吸器・アレルギー医療センターでは、19年度まで診察時間の一部を待ち時間に含めており、20年度は計り方を改めたところ、22分短くなった。現場では、待ち時間が長くなる場合、今何時の予約の方が診察されていますなど看護師が声を掛けるように努めている。
　　⇒　精神医療センターでも、待ち時間が長くなりそうな場合には、今の状況を説明するようにしている。

⇒　母子保健総合医療センターでは、今年度、再診の方の受付機械を入れて時間短縮に努めるとともに、1時間以内で結果が出るような検査方法を増やすことで、検査結果待ちの時間を短縮している。また、近隣にお住まいのボランティアの方に小さなお子さんの相手をしてもらったり、勉強ができるようなスペースを設けて時間を有効に使ってもらったり工夫している。

◆　今の説明を聞くと、各病院の待ち時間の計り方に違いがあるように思う。待ち時間は、患者の側にとっては大きなファクターであり、調査方法を統一した上でデータを取ってもらいたい。

◆　来年度は、各病院の時間の測定方法を統一した上で改善の実績を示してほしい。また、現状では診察、投薬、検査、会計等、質が違うものを全部合算した上での平均時間が示されていて分かりにくいので、部門別にデータを出してほしい。
（16　看護師、医療技術職の専門性の向上）

◆　看護師の採用について、前年度21回から26回に増やしたり、地方での選考を9箇所で行ったり、大変苦労されているが、府立大学の看護学部の卒業生が府立病院へ就職する率は10パーセント程度だったと思う。両法人とも府が府民サービスのために設けており、もう少し連携できないのか。看護師不足対策にも質の向上にもつながる。大学や民間病院には附属の看護学校が設置されている場合があるが、府立病院には附属の学校がないので、府立大学卒業生の一定割合の方が府立病院に就職する何らかの位置づけができないか。比率を高めるような方策を検討してほしい。
⇒　府立病院では、府立大学看護学部の学生の実習を100パーセント引き受けており、実習内容は高く評価されている。しかし、実際の就職となると思うにまかせない。魅力ある職場であることのPRも必要であり、大学には病院機構単独の就職説明会を開催する機会をいただいている。府立大学とは、今年度から連携方策を一緒に考えることになっているので、例えば奨学金なども難しいかもしれないが、急性期・総合医療センターをはじめ全員が病院機構で実習を受けていただいているので、今後とも考えていきたい。
◆　これは府立大学の問題だと思う。府民以外はもっと授業料をとるとか、府立病院機構に就職すれば授業料を割り引くとか、知事への説明責任を考えても、仕掛けはいろいろあると思う。大学に府の税金を投入して、民間病院に就職されるのはいかがなものか。深刻に受け止めるべき重要なポイントと思う。
（3-2　業務運営の改善及び効率化）

（91　未収金の早期回収）

◆　未収金の回収を民間業者へ委託するのに結構な経費がかかると思うが、費用対効果はどうか。また、患者の個人情報の取扱いへの配慮について説明してほしい。

⇒　業者には、成功報酬として回収金額の40パーセントを支払う契約になっている。請求から60日経過後、再請求を送付。その後、債権回収会社に委託し督促を行いとか、弁護士名による催告を行い、最終的には訴訟等の法的措置をとる。個人情報については、適切な管理を約束する旨の覚書を業者と締結している。

　（3-3　財務内容の改善）

◆　前年度の委員会では、来年も黒字を確保するのはかなり厳しいのではないかという議論があったが、来年も今回と同程度の黒字を確保できそうな状況なのか。その見通しによっては評価の書きようも違ってくると思う。

◆　今回は支出の減り方が大変大きい。具体的な業務運営の改善や効率化の取組みの中で、最も効果があったものを教えてほしい。これだけの収支改善につながった具体的な事例を上げてもらえれば、非常に分かりやすい。

⇒　支出の削減が大きいというわけではなく、支出と収入の両方が計画より少なくなっている。医師の確保が計画どおりできなかったことから、収入が計画に達しておらず、それに伴って支出についても、努力した部分はあるが抑制された形のところもある。具体的にはSPDの効果が出たと考えている。病院を越えてできるだけ医療材料等の同種同効品の統一化を図り、さらにスケールメリットを値引き交渉の材料として使い、医師にも協力いただきながら取り組んだ。
◆　人件費の削減で収益が上がったと言われると、評価する側としては辛い。医師が減少してその状態が続くことが要因だとすれば、問題があるのではないかと思う。収支改善の継続性が重要であり、人件費の削減以外で、経営改善の継続的なファクターは何かあるか教えてほしい。
⇒　収入が上がったのは、診療報酬の改定により新生児や小児に対する診療点数が上がったこと、また、管理加算で、例えば地域支援病院の指定を受けるとか、逆紹介率を上げることで請求できる点数を上げることに努力し、診療報酬をあげる取組みを行っているため。支出については、SPDの運用では、前年に比べて5億程度の診療材料購入費を減らすことができた。人件費については、退職者が想定に比べ少なく、退職金が2億5千万円少なかったことによる。

　　今後とも、収益を上げるため、今後の保険点数がどうなるかは分からないが、高い基準を取りながら収入を確保し、ジェネリックを使うなど、経費の節減に努力していきたい。人件費については、大きく削ることで収益を上げることはあまり考えていない。

◆　現時点では計画どおりで問題ないが、診療報酬は2年に1度改定されるため先が読めない。また、医師の定数を増やす計画なので、今後給与費が増加する。結果として現在は計画どおりと言えるが、今後の収支予測がつきにくく、一概によかったと喜んでいられない部分が悩ましい。

◆　15.5億円の黒字を確保したため、今回の評価としては「計画どおり」で問題ないと思うが、この先2年、3年この状態を継続できる計画になっているどうかが問題である。稼働率を含め、現場では結構目一杯やっているとのことでⅢ評価をしている。今回収益が出たとは言え、収入は目標に達していない。今回行ったのは管理加算など診療報酬の改定や診療の工夫によるものであり、結局、支出が減ったことが収益確保の一番大きな要因になっている。来年の目標は今回の目標よりもさらに高くなっており、本当に実現性があるのか疑問がある。何かある具体的な戦略や見通しがあるのか、あるいは、今までの流れの中で、右肩上がりの予算や収入を立てざるをえないということなのか教えてほしい。
　　⇒　実際の運営では非常に不確実な部分があり、先のことを見通すのは難しい。各病院で問題点を見つけて、どう改善するか日常的にチェックしながら、機構本部も病院も一緒になって取り組んでいる。診療報酬の改定がどうなるかは読めないが、今年度の第1四半期、4月から6月の実績をみると、前年度同期に比べ約6億円のプラスが出ている。今後、どう展開するかは分からないが、これが持続すれば去年よりプラスになると思う。
◆　収入が増えていることはよかったと思う。経費の節減については、診療材料などの購入で非常に効果を上げているが、こうした部分は効果が出やすい部分で、法人化後数年が経過すると効果が頭打ちになってくると思う。今後は他の部分でのコスト削減を行わないといけないことになる。難しいこともあるが頑張ってほしい。

　　◆　3－1、3－2の大項目評価はA評価（計画どおり）とし、3-3の進捗状況の確認結果も「計画どおり」とする。

　（2　全体評価）

　　◆　収入支出の決算が目標を下回っていることの記述が再度出ているが、こことは、全体評価として、不良債務の解消に向かって計画どおりに実績を上げたとか、今後も継続的な努力を期待するといった表現がよいと思う。
◆　全体評価については、年度計画及び中期計画とおりに進捗していることとする。今後も府民の病院としての計画での観点で考えてほしい。
○　他に意見がなかったため年度評価に関する審議を終了し、評価結果素案の取りまとめを部会長一任とすること、また素案を法人に提示し意見聴取することについて、各委員の了承を得た。

（3）その他
○ 次回病院部会は、8月27日（目）の午後3時から5時まで、大阪府職員研修センターの大研修室にて、大学部会、評価委員会とともに開催を予定している旨、事務局から報告があった。

Ⅲ 閉会

以上
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